
住 帳

基 人

台 口 Ａ Ｂ

決 算 額 増 減 率

5,468,888 0.3

262,295 1.1

6,527 △ 2.6

10,916 △ 18.0

12,428 △ 3.1

1,025,579 3.6

11,638 △ 0.5

43,391 △ 7.0

22,406 24.7

8,625,031 △ 7.5

普 通 交 付 税 7,627,892 △ 7.5

特 別 交 付 税 997,139

15,489,099 △ 3.8

8,627 △ 7.2

338,234

381,928 0.3

134,781

3,739,989

2,271,161

164,469 173.4

129,062

654,802

778,174

794,315 △ 4.9

2,158,189

うち 臨時財政対策債 682,989

27,042,830 △ 3.3

4,708,300

う ち 職 員 給 3,159,139

6,166,691

2,878,927

内 2,878,927
訳

13,753,918

3,557,494

305,500

2,038,446

100,325

2,746,636

583,524

426,100

2,774,807

う ち 人 件 費 73,025

2,074,006

補 助 事 業 費 1,069,244

単 独 事 業 費 801,008

県営事業負担金 203,754

700,801

26,186,425

（注） 普通建設事業費の補助事業費には受託事業費のうちの補助事業費を含み、単独事業費には同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうちの単独事業費を含む。

純固定資産税 99.0 94.918,894,788千円 公共下水道事業 516,948 合　計 3,640,784歳 出 合 計 100.0 △ 3.5 16,977,328 △ 3.3 28年度

公設合併処理浄化槽 25,74929年度 18,337,541千円
徴収率

　　(％)

合 計 99.4 96.7

市 民 税 99.8 98.2

漁業集落排水 22,85530年度 17,833,733千円

保 険 給 付 費 400 千円 現年 計

0 千円 土 地 開 発 基 金 現 在 高 769,665

失 業 対 策 費 歳入一般財源等

92.0% 96.3% 簡易水道 522 国 庫 支 出 金

95 千円 収 益 事 業 収 入

災 害 復 旧 費 2.7 0.3 72,626 21.6 28年度

100.3% 病院事業 266,000
被 保 険 者
１人当たり

農業集落排水 13,838

12,805 人 実質的なもの

0.7 64.9 40,004 152.6 29年度 95.7%

102.3% 介護保険 929,307 被保険者数

8,397 世帯 そ　の　他 1,677,115

3.1 0.3 289,486 △ 9.7 30年度 97.7%

106,249 千円 保証・補償

4.1 △ 8.8 63,162 △ 35.5 後期高齢者医療（広域） 766,701

△ 9.6
経常収支比率 　　　臨時財政対策

　　　債を除いた率

後期高齢者医療 297,958 水道事業

土地開発基金

219,131 千円 債 務 負 担
行 為 額
(翌年度以降
支出予定額)

物件等購入

内
　
　
訳

普 通 建 設 事 業 費 7.9 △ 1.0 392,652

特定環境保全公共下水道 95,128

事
業
会
計
状
況

国
民
健
康
保
険

事業勘定実質収支額

16,072 事業勘定再差引収支額

1 加入世帯数

保険税収入額

16,563,986
0.3 △ 2.2 59,493 △ 5.1 14,955,854 千円

公
営
事
業
等
へ
の
繰
出

国民健康保険 689,705

100.0 △ 3.5 2,074,006 392,652 18.9 う ち 政 府

地 方 債 現 在 高 27,393,595

投 資 的 経 費 10.6 △ 0.7 465,278 △ 5.8 一 般 財 源 等 計 歳 出 合 計 26,186,425

2,454,093

前 年 度 繰 上 充 用 金 経 常 経 費 充 当 特別区財調納付金

104,913

投 資 ・ 出 資 ・ 貸 付 金 1.6 0.1 1,800 50.0 1,800 0.0 前年度繰上充用金

2,590,597

積 立 金 2.2 △ 27.2 548,821 △ 26.6 諸 支 出 金

△ 6.8
積　立　金
現　在　高

財 調

減 債

その他特目

2,061,645 13.5 13.2 公 債 費 2,878,927 11.0

将来負担比率 (％) 82.3

繰 出 金 10.5 △ 1.9 2,234,347 △ 2.2

0.9 災 害 復 旧 費 700,801 2.7 0.3

73,895 17.0 9.8

うち一部事務組合負担金 0.4 △ 26.3 100,325 △ 26.3 100,064 0.7

7.8 8.0 教 育 費 2,092,796 8.0 △ 6.7補 助 費 等 7.8 △ 7.0 1,559,826 △ 8.4 1,187,653

1.7 0.9 消 防 費 1,009,588 3.8 △ 4.8維 持 補 修 費 1.2 44.8 253,546 71.2 253,546

(％)
連結実質赤字比率 (％)

実質公債費比率 (％)

-

-

△ 2.6 728,336 158,032 21.7 健
全
化
判
断
比
率

実質赤字比率

78,545 9,345 11.9

434,859

2,297,084 15.0 14.9 土 木 費 1,852,780 7.1

15,357 68.7 公 債 費 負 担 比 率 (％) 15.5

物 件 費 13.6 △ 3.4 2,665,295 △ 1.5

58.6 商 工 費 844,760 3.2 △ 3.8 22,357

経常一般財源等比率 (％) 97.3

( 小    計 ) 52.5 △ 3.4 9,248,415 △ 2.4 9,154,126 59.8

1,017,233 3.9 △ 17.7 227,934 79,587 34.9

5.1

一 時 借 入 金 利 子 農林水産業費

△ 55.9 実 質 収 支 比 率 (％)2,761,504 18.0 18.8 労 働 費 2,838 0.0

40,561 7.2 財 政 力 指 数 (28-30) 0.402

元 利 償 還 金 11.0 △ 6.8 2,761,504 △ 7.1

18.8 衛 生 費 2,225,757 8.5 22.5 562,881

76.3 標 準 財 政 規 模 15,022,752

公 債 費 11.0 △ 6.8 2,761,504 △ 7.1 2,761,504 18.0

民 生 費 9,608,907 36.7 △ 5.0 1,900 1,450

標 準 税 収 入 額 等 6,711,871

扶 助 費 23.5 △ 4.1 2,083,749 △ 0.8 2,083,409 13.6 13.3

3,748,931 14.3 △ 3.9 17,194 14,425 83.9

基 準 財 政 需 要 額 12,620,487

12.1 △ 1.2 2,930,250 △ 0.8 2,926,640 19.1 18.5 総 務 費

203,107 0.8 1.2

5,307,124

人 件 費 18.0 △ 0.3 4,403,162 0.1 4,309,213 28.2 26.6 議 会 費

Ｂ の 充 当
一般財源等 Ｃ

Ｃ ／ Ｂ (単位　千円)

30年度 29年度 Ａ 事業費　　　　Ｂ ×１００
30
年
度

基 準 財 政 収 入 額

経 常 収 支 比 率
区　　　分

決 算 額
構 成 比 増 減 率

Ａのうち普通建設
決 算 額 構 成 比 増 減 率 充当一般財源等 増減率

経 常 経 費 充 当
一 般 財 源 等

性　　　質　　　別　　　歳　　　出　　　の　　　状　　　況 (単位　千円，％) 目　　　的　　　別　　　歳　　　出　　　の　　　状　　　況 　　　　(単位　千円，％)
区 分

指 数 等

区　　　　　分

100.0 0.3 362,679歳 入 合 計 100.0 △ 3.2 14,618,755 100.0 合     計 5,468,888

2.5 △ 5.4 水利地益税等

地 方 債 8.0 17.0
訳

都 市 計 画 税

等0.0 事 業 所 税

11,569 0.2 5.9
内

諸 収 入 2.9 △ 4.4 1,500

入 湯 税

職

繰 越 金 2.9 △ 15.4

11,569 0.2 5.9 後期高齢者 ○繰 入 金 2.4 △ 4.8 目 的 税

議 会 議 員 20 平成27年4月26日 3,110旧 法 に よ る 税

別 議 会 副 議 長 1 平成23年4月1日 3,250

寄 附 金 0.5 △ 35.0

そ の 他財 産 収 入 0.6 33.7 102,767 0.7 法 定 外 普 通 税

議 会 議 長 1 平成23年4月1日 3,780中 学 校

特 教 育 長 1 平成27年4月1日 5,450

都 道 府 県 支 出 金 8.4 △ 6.0

小 学 校国 有 提 供 交 付 金

副 市 長 1 平成23年4月1日 6,380常 備 消 防

市 長 1 平成23年4月1日 7,830

国 庫 支 出 金 13.8 △ 5.0

火 葬 場

区分（H30.4.1現在） 定　数 適用開始年月日 １人当たり平均給料(報酬)月額(百円)

手 数 料 0.5 2.8

し 尿 処 理

合　　計 497 1,665,023 3,350

使 用 料 1.4 △ 4.6 13,901 0.1

じんかい処理 ○

臨 時 職 員

分 担 金 ・ 負 担 金 1.3 2.1

伝 染 病

教 育 公 務 員 4 14,952 3,738

交通安全対策特別交付金 0.0 △ 7.2 8,627 0.1

51,576 3,684

( 一 般 財 源 計 ) 57.3 △ 3.8 14,491,960 99.1 ( 小   計 ) 5,457,319 99.8

うち技能労務職員

一
般
職
員
等

一 般 職 員

14

0.2 362,679 老 人 福 祉

財 産 管 理 ○

うち消防職員 86 268,406 3,121

3.7 △ 3.8

事務機共同

非常勤公災

28.2 △ 7.5 7,627,892 52.2 鉱 産 税

区　　　　分 職員数(人) 給料月額(百円) １人当たり平均給料月額(百円)

493 1,650,071 3,347地 方 交 付 税 31.9 △ 7.1 7,627,892 52.2 特 別 土 地 保 有 税

354,144 6.5 △ 1.7 退職手当支地 方 特 例 交 付 金 等 0.1 24.7 22,406 0.1 市 た ば こ 税

(千円) 実質単年度収支 △ 29,336 147,339 △ 176,675 △ 119.9182,467 3.3 2.2 議員公務災自 動 車 取 得 税 交 付 金 0.2 △ 7.0 43,391 0.3 軽 自 動 車 税

325,623 積 立 金 取 崩 額 457,000 310,000 147,000 47.4

一 部 事 務 組 合
加 入 の 状 況

況 繰 上 償 還 金 0.0

ゴル フ場利用税交付金 0.0 △ 0.5 11,638 0.1 固 定 資 産 税 2,710,205 49.6 0.3

07.0 (法人分) 324,432 5.9 6.9 37,056

積 立 金 435,504 461,892 △ 26,388 △ 5.7(個人分) 1,886,071 34.5 △ 0.7 財 源 超 過株式等譲渡所得割交付金 0.1 △ 3.1 12,428 0.1
市町村民税

地 方 消 費 税 交 付 金 3.8 3.6 1,025,579

状 単 年 度 収 支 △ 7,840 △ 4,553 △ 3,287 △ 72.2収 入 済 額 構 成 比 増 減 率 超 過 課 税 指数表選定 ○

766,685 774,525 △ 7,840 △ 1.0

配 当 割 交 付 金 0.0 △ 18.0 10,916 0.1 区　　　分

市　　町　　村 　　税　　の　　状　　況 (単 位 千 円 ， ％ ) 財 政 再 建 実 質 収 支

翌年度繰越財源 89,720 3,649 86,071 2,358.8

利 子 割 交 付 金 0.0 △ 2.6 6,527 0.0

○ 離 島 ○ 特 定 農 山 ○ 支

856,405 778,174 78,231 10.1

地 方 譲 与 税 1.0 1.1 262,295 1.8 低 開 発

山 振 ○ 市 町 村 圏 ○ 歳 入 歳 出 差 引

△ 3.5

地 方 税 20.2 0.3 5,468,888 37.4
第３次 15,737 16,460

工 特

○ 収 歳 出 総 額 26,186,425 27,148,437 △ 962,012

27,042,830 27,926,611 △ 883,781 △ 3.2

区　　　　　分 構 成 比 増 減 率 経常一般財源等 構 成 比 新 産

歳　　　　　入　　　　　の　　　　　状　　　　　況 ( 単 位 千 円 ， ％ )
第２次 5,133 5,675

歳 入 総 額

産 炭 過 疎

区　　　分
平成30年度 平成29年度 差 引

増　減　率
増　　　減　　　率 △ 1.3%

指　定　団　体　等　の　指　定　状　況
Ａ － Ｂ

536.11 交付税種地
平成30年1月1日 54,271人

第１次 2,912 3,454
人 口 密 度 (人) 101

18,268 30年度地方
Ⅰ　２

平成31年1月1日 53,585人 区分 27年国調(人) 22年国調(人) 面 積 (ｋ㎡)

  団体名
市町村類型 Ⅱ－１

平 成 ３ ０ 年 度

決 算 状 況

22　年 　国 　調 57,689人 27 年 国 調 (人) 12,362

宮崎県日南市
人 口

27　年 　国 　調 54,090人

産　　　業 構　　　造
人　口　集　中　地　区　人　口

増　　　減　　　率 △ 6.2% 22 年 国 調 (人)
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